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Ⅰ は じ め に
国際会計士連盟 (International Federation of Accountants : IFAC) の国際監査・保証基準審
議会 (International Auditing and Assurance Standards Board : IAASB) は, 2015年 1 月15日に
監査報告書に関わる一連の改訂基準を公表した1)。この改訂基準により, 監査報告書は大き
く変革を遂げ, 監査報告書の長文化, 言い換えれば情報提供機能の拡大が指向されることと
なろう。
本改訂基準は2013年 7 月に公表された監査報告書改訂に関わる公開草案の確定版であり,
監査報告に関わる一連の国際監査基準 (ISA) を改訂するとともに新たな基準を設定するも
のである。改訂対象となった ISAは以下の６つである。
ISA700：｢財務諸表に対する意見の形成と監査報告 (Forming an Opinion and Reporting on
Financial Statements)」
ISA705：｢独立監査人の監査報告書における監査意見の修正 (Modifications to the Opinion
in the Independent Auditor’s Report)」
ISA706：｢独立監査人の監査報告書における強調事項区分とその他の事項区分 (Emphasis
of Matter Paragraphs and Other Matter Paragraphs in the Independent Auditor’s
Report)」
ISA570：｢継続企業 (Going Concern)」
ISA260：｢統治責任者とのコミュニケーション (Communication with Those Charged with
Governance)」
ISA7202)：｢その他の記載内容に対する監査人の責任 (The Auditor’s Responsibilities Relat-
ing to Other Information)」
これらの改訂に加えて, 新たな基準として ISA701「独立監査人の監査報告書における監
査上の主要な事項のコミュニケーション (Communicating Key Audit Matters in the Inde-
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1) 一連の改訂基準は IAASBホームページから入手できる。
(http://www.ifac.org/auditing-assurance)
2) ISA720については, 2014年12月開催の IAASB総会で承認されたが, 正式手続きを経て本年 4月に
公表の予定である。
キーワード：二重責任, 監査報告書, 経営者の責任, 監査人の責任, 期待のギャップ
朴 大 栄
二重責任の原則再考*
pendent Auditor’s Report)」が新設された。
IAASBは, この度の監査報告書の改訂について, 投資者をはじめとする財務諸表の利用
者には, 監査報告書はより多くの情報を提供すべきという要求があることを指摘している。
利用者にとって有用な情報を記載して監査報告書の情報価値を高め, 利用者の投資意思決定
に資することが求められている。新設された ISA701が提示する Key Audit Matters (KAM)
の記載は, 利用者の要請に対する IAASBの一つの回答である3)。
KAMは, 職業的専門家としての監査人の判断において, 当該財務諸表監査で最も重要と
考える事項で監査人が統治責任者とコミュニケーションをとった事項から選択される。
KAMの記載は, 財務諸表利用者が財務諸表を理解するにあたって最も重要と考えるであろ
う事項について情報を提供することを意図するものではなく, 監査人が当年度の財務諸表監
査で最も重要と考える事項に関する情報を提供するものである, という説明がなされる。い
ずれにしても, 利用者が財務諸表を利用する際に留意すべき点を明示するものであることは
否めない事実である。
KAMの記載は, 補足的説明事項, 特記事項, 追記情報などと形を変えこそすれ, 監査報
告書の情報提供機能を拡大させてきた流れと相通じるものがある。しかし, 監査報告書の情
報化を指向する時につねに立ちはだかってきたのが, 監査の根本原則のひとつとして取り上
げられる, いわゆる二重責任の原則 (principle of dual responsibility) である。
今日の監査を代表する財務諸表監査の本質は, 作成者である経営者と利用者としての株主・
投資者4)の間に介在して財務諸表の適正性監査を実施し, その結果を監査意見を通じて利用
者に伝達することによって, 財務諸表の信頼性の程度を明らかにすることにある。監査が必
要とされるのは, 経営者と株主・投資者の間に利害の対立が存在するからである。経営者は,
企業の存続・発展を図るために株主・投資者が出資した資金を適切に運用し, 株主・投資者
は出資した資金が保全されるとともに効率的に運用されることを期待する。この両者の意図
は必ずしも両立するものではなく, 時として, 経営者が株主・投資者に対する受託責任を無
視した経営を行うことも稀ではない。このような経営者と株主・投資者との間に存在する利
害の対立を解消するために作成・公表されるのが財務諸表である。しかし, 利害対立は両者
間, 特に損害の可能性が大きい利用者の不信を生じさせ, この不信を解消させるためには,
経営者から独立した専門家による監査が必要とされる。ここに財務諸表監査が制度化されて
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3) アメリカの公開会社会計監督委員会 (Public Company Accounting Oversight Board : PCAOB) も,
2010年以降, 監査報告書記載内容に関する利用者のニーズ調査を行ってきた。調査の結果, 監査報告
書には利用者にとって有用な情報が記載されていないという不満があり, その回答として, IAASB
と同様, Critical Audit Matters (CAM) の記載を提案し, 監査報告書の長文化を指向している。
4) 財務諸表利用者として「株主・投資者」という言葉を使用するのは, 財務諸表が, 一方では株主に
対する経営者の受託責任解除のための会計責任報告書の性格をもつとともに, 他方では, 投資者の投
資意思決定情報の提供といった一面も共有するからである。実際, 企業が公表するアニュアルリポー
トや会社 webサイトなどの IR情報では, 株主・投資家 (本稿では, 専門的投資家のみならず一般投
資者も含む意味で, 投資家に代えて投資者という用語を使用する) という言葉が一般に使用されてい
る。
きたのである。
経営者による財務諸表の作成・公表に伴って実施される財務諸表監査の根本原則が二重責
任の原則である。二重責任の原則とは, 適正な財務諸表の作成責任は経営者にあり, 監査人
の責任は, 財務諸表の信頼性の程度を明らかにするために表明される監査意見にあるという,
いわゆる責任区分の原則を意味している。しかし, 機関投資家をはじめとする財務諸表利用
者の投資意思決定能力の高まりは, 投資意思決定情報としての財務諸表の質・量両面におい
て利用者の要求の拡大を生じさせることとなった。利用者の要求は, 財務諸表の作成基準と
しての一般に認められた会計基準の改訂によって応えるべき課題である。しかし, 一般に認
められた会計基準の改訂は利用者の要求に即座に応えることはできない。社会の変化と制度
の改訂にはタイムラグがつきものである。監査報告書において, 監査意見とは別に補足的説
明事項・特記事項・追記情報といった補足的な情報の記載を追加せざるを得なくなったのも,
このような利用者からの要求の拡大に応えるためであった。さらに, 今日, 国際監査基準が
新たに監査報告書に記載することとした KAMも監査人からの新たな情報提供の追加である。
ここに, 二重責任の原則は, 監査人が表明する監査意見にとどまらず, 監査報告書に記載
される補足的・追加的記載事項すべてに関わる原則と考えざるを得ず, この観点から改めて
監査論上の意義を再検討する必要性が高まっている。
本稿では, 監査論上の根本原則, あるいは基礎概念と言われ, 監査論テキストでも必ず触
れられている二重責任の原則が, 必ずしも確固とした理論的裏付けを持っていないこと, そ
のため, テキストで触れられる箇所によってその説明にブレが生じていることを明らかにす
るとともに,「二重責任の原則」という用語法も含めて, 改めて, 監査論上の意義を明らか
にしたい。
Ⅱ 二重責任の原則－日本における展開
1. 文献・テキストにおける展開
日本の監査論テキストの索引でナ行ないし「ニ」のリストを開けると, 必ず「二重責任｣,
あるいは,「二重責任の原則｣,「二重責任の制度」(dual responsibility) といった言葉が並ん
でいる。しかも, 該当するページは, テキストの最初の章と後半の章の２ヵ所であることが
多い。いわゆる総論部分と監査報告書を扱う箇所である。一方, アメリカの監査論テキスト
の index を開いてみても dual responsibility という用語は見当たらない。この違いはどこに
あるのであろうか。まずは, 日本での取扱いを見てみよう。
二重責任の原則について, 文献・テキストではどのように説明されてきたであろうか。昭
和の時代, 広く監査論テキストとして採用され, 版を重ねてきた『会計監査詳説』,『新会計
監査詳説』(日下部與市, 中央経済社) では,「二重責任の制度」という用語のもと, 以下の
解説と定義を行っている5)。
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かくのごとく, 二重責任の制度ないし二重責任の原則は, 財務諸表監査制度の根幹をなす
基本的な原則であると説明されてきた。その骨子は, 財務諸表の作成責任は経営者にあり,
監査人の責任は財務諸表に対して表明される監査意見にあるとするものである。この説明自
体は他の文献・テキストにおいても, 今日においてもほとんど変わるところがない。異なる
説明としては, 監査人の責任を監査意見ではなく, 監査報告書にあるとする記載がある。た
とえば, 佐藤は以下のように説明する6)。
佐藤は, 監査意見に代えて監査報告書に対する責任と表現するが, 他の箇所では,「財務
諸表の作成に関しては経営者 (依頼人・被監査人) が責任を有し, 財務諸表に対する意見
(監査報告書) については監査人が責任を負うわけである｣8) と記しているように, 監査意見
と監査報告書を同列視しており, 二重責任の意味を変えているわけではない。監査報告書を
もっぱら監査意見の表明手段としてとらえ, 監査人からの情報提供が今日ほど問題にならな
かった時期と重なるものである。
二重責任の原則を, 財務諸表公開制度のもとにおける経営者と監査人との役割分担ととら
えるにもかかわらず, 何故, 責任区分 (分担) の原則と言わず, 言い換えれば, division of
responsibility ないし responsibility division と言わず, 二重責任, dual responsibility と呼ん
だのかは定かではない。この点については, 後半で取り上げたい。
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監査人の主要な任務は財務諸表の適否に関する意見の表明にあり, 彼は自己の意見に対
して責任を負うにとどまる。会計記録や財務諸表の正確性もしくは誤謬の不存在, または
特定の客観的事実の存否 (それ自体) に関する責任は, 監査を担当した監査人ではなくて,
財務諸表を作成した経営者が負うべきものである。かように財務諸表の作成については経
営者が, それに関する意見の表明については監査人が, それぞれ責任を分担する制度を一
般に「二重責任の制度」(system of dual responsibility) という。(二重責任の制度は, 今
日の株式会社会計制度を支える重要な基盤である｡)
財務諸表については経営者が, 監査報告書については監査人がそれぞれ責任を分担する
やり方を財務諸表に対する「二重責任制度｣7) (Dual Responsibility) と呼んでいる。
5) 日下部與市 [1962] 6 頁。() 内は日下部與市 [1975] 7 8 頁でつけ加えられた文章。日下部は,
『会計監査詳説』を初めて世に問うた1962年に先立つ1960年にも「二重責任の制度」として, ほぼ同
じ解説と定義を行っている。(日下部與市 [1960] 74頁)
6) 佐藤孝一 [1967] 131頁。
7) 現在の監査論テキストでは, ほぼ,「二重責任」ないし「二重責任の原則」で統一されている。日
下部や佐藤が使用する「二重責任の制度」は, あとで触れるように, 監査基準で二重責任の概念が啓
蒙的に説明された時期とつながるようである。
8) 佐藤孝一 [1967] 132頁。
2. 1950年監査基準と二重責任の原則
二重責任の原則が財務諸表監査の根幹をなす重要な概念であるのなら, 法定監査の成立,
すなわち, 証券取引法監査成立の1950年から財務諸表監査制度の根本原則として規定されて
きたはずである。次に, 財務諸表監査制度の中で二重責任の原則がどのように扱われてきた
のか, 財務諸表監査において遵守すべき規範を代表する監査基準での取扱いをみてみよう。
周知のように, 1950年 3 月, 証券取引法改正により財務諸表監査制度が誕生した。これに
ともない, 日本最初の監査基準が, 当時の経済安定本部・企業会計審議会によって同年 7月
に設定された。
1950年監査基準では, いわゆる二重責任に関して, その前文と本文 (一般基準) の 2ヵ所
で取り上げている。
1950年監査基準前文の第一段には, 以下の記載もある。
「監査基準及び監査実施基準を設定して, 監査制度の基礎を確立するに当り, あらかじめ,
ここに取扱う監査の意義, その必要性及びこれが実施の基礎條件を明かにすることは, 監査
に対する社会一般の認識を向上せしめ, 監査制度の円滑なる運営を図るために, 必要欠くべ
からざることである｡」
すなわち, 財務諸表監査の制度化をむかえ, その前文において啓蒙的な意味合いで二重責
任について触れたものである。また, 監査基準本文においても, 監査一般基準の一項目とし
て同じく二重責任を規定していることは, それが財務諸表監査の根幹的原則であることを意
味するものであった9)。
注意を要するのは, 監査論関係の図書で使われている「二重責任」という用語自体が直接
1950年監査基準で表記されているわけではないことである。基準では, 監査の意義・根幹的
原則である「経営者と監査人との責任分担」を意味する内容が記述されているに過ぎない。
言い換えれば, 監査に関わる経営者の財務諸表作成責任と監査人の意見表明責任の区分・分
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監査基準前文：財務諸表の監査について－監査の意義
「…監査人は, 財務諸表に対する自己の意見につき責任を負うのみであって, 財務諸表
の作成に関する責任は, 企業の経営者がこれを負わなければならない｡」
監査基準－監査一般基準六
「監査人は財務諸表に対する意見に関して責任を負うのであって, 財務諸表の作成に関
して責任を負うものではない｡」
9) 岩田は, ８つの1950年監査一般基準のうち, 前半の一から四と後半の五から八は異なる意味をもつ
と解説する。すなわち, 前半は監査一般基準の本来の設定目的である監査人の主体的条件を定める基
準 (監査人の資格・条件, 公正不偏性, 正当注意, 秘密保持) であり, 後者は「監査の意義, 効果ま
たは任務の範囲を明確にせんとする啓蒙的な規定」を定めたものである, と (岩田巌 [1950b] 1 2
頁)。正規の監査を控えた1956年監査基準の改訂では, すでに基準の啓蒙的役割は終えたとして, こ
れら監査一般基準の後半 4規定と前文の「財務諸表の監査について」と題する啓蒙的意味合いをもっ
た解説が削除されている。
担について, 監査基準そのものが「二重責任」と名付けたものではないという事実である10)。
3.「二重責任」用語の定着
「二重責任」という用語を, 誰が, いつから使用し, いつごろ監査専門用語として定着し
たかについては定かではない。筆者が手にした文献・資料によると, 最初に「二重責任」な
いし「二重責任の制度」という用語を使ったのは, 当時の経済安定本部企業会計審議会第三
部会長であり1950年監査基準設定において中心的な役割を果たした岩田巌であろうと思われ
る。また,「二重責任の原則」が監査専門用語として定着したのは1960年代であろう。
当時の監査文献のうち, 監査基準設定の翌年, 1951年発刊の久保田音二郎『會計監査』11)
では,「被監査側と會計士側とに, 判断の適否に意見の相違があると, …その相違を監査報
告書に記載する義務がある。もっとも, 記載の義務があるほどの重要問題であっても, それ
だからとてその會計處理を會計士側の意見通りに仕向ける必要はない。蓋し, 會計処理の責
任は被監査側にあり, 會計士は, それを得心できるように措置すればよいからである」とし
て, 二重責任について触れてはいるが,「二重責任」という用語自体は使われていない。ま
た, 江村稔も1955年の『会計監査』12) で,「財務諸表そのものの正確さに関する責任は先ず以
て経営者にあること, そして独立の監査人はただそれに関する意見を表明するものであるこ
と, この二つのことを理解することは, 監査報告書の内容と用語法を理解する基礎をなすも
のである」と, 久保田同様, 二重責任について触れてはいるが, その用語自体は使っていな
い。
1960年代に入ると, 1960年同時に発刊された青木倫太郎責任編集の体系近代会計学第六巻
『監査会計論』(中央経済社) や久保田音二郎編集の『会計監査』(青林書院) において「二
重責任」が使用されている。前者では, 渡邊實が1950年監査基準・監査一般基準六の引用の
後に「二重責任の原則」と名付けており13), 後者では, 日下部が注 5で示したように「二重
責任の制度」として解説を行っている。これ以降の監査文献では,「二重責任の原則 (制度)」
は一般的な用語となっていたようである。
「二重責任」を最初に使用したのが, 岩田巌ではないかと指摘したが, 1950年前後に多く
の監査論著書や論稿を発表した佐藤にその手掛かりがある。
佐藤は, 1948年『監査報告』(太平社), 1949年『監査基準』(太平社), 1953年『現代監
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10) 日本初の監査基準は1950年 7 月に設定された｡ 2 カ月前の 5月19日には, 日本会計研究学会第 9回
大会 (日本大学) が開催され,「監査基準」と題する円卓討論会が実施された。岩田巌が司会を担当
し, 平井泰太郎, 久保田音二郎, 江村稔, 佐藤孝一をはじめ, 当時の錚々たる会計・監査学者が集まっ
て, 監査基準 (案) について意見を交わした速記録がある (日本会計研究学会 [1950])。そこでは監
査人と経営者との責任の区分, 特に二重責任についての記録はなく, 監査一般基準のこの規定が啓蒙
的・教育的なものであるとの指摘がなされているのみであった。
11) 久保田音二郎 [1951] 102頁｡
12) 江村稔 [1955] 224頁。
13) 渡邊實 [1960] 105頁｡
査論』(太平社), 1957年『近代監査論』(中央経済社) というように, 財務諸表監査制度創
成期に一連の監査論著書を発表している。このうち, 佐藤が最初に「二重責任の制度 (Dual
Responsibility)」を記したのは, 1953年の『現代監査論』である。以後, 発表された著書で
も「二重責任制度」として解説が加えられている。
1953年の著書では以下の記載がある。少し長いが引用してみよう14)。
つづいて1957年に発表された佐藤の『近代監査論』では, 監査人の責任の限界について,
以下の記載内容に変わっている15)。
『現代監査論』では, 岩田の引用のもと「二重責任の制度」と記載しているのに対して,
4 年後に公刊された『近代監査論』では, 自らの用語として「二重責任制度」に関する記述
がある。これをみてもわかるように, この間に,「二重責任」が監査専門用語として定着し,
1960年前後から各種監査文献で使用されるようになったのであろうと推測される。
佐藤が記した岩田の文言については引用先が示されていないためその出典は不明であるが,
筆者が確認した限りでは, 以下の岩田の論稿にほぼ同じ内容が書かれている16)。
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右の條項 (監査基準一般基準第六：筆者) は, 監査人の財務諸表に對する責任の限界を
簡潔且つ明快に規定したものであるが, …右の條項について岩田教授は次の如く説明され
ている｡『これは二重責任の制度 (Dual Responsibility) に關する規定である。監査人は監
査報告書に記載した財務諸表についての自己の意見に對しては責任を持つけれども, 財務
諸表そのものについてはこれを負わないのである。財務諸表についての責任は當該企業の
經營者が, 監査報告書については監査人が, それぞれ責任を分擔する二重責任の制度によっ
て, 財務諸表の信頼性を確保せんとするのが, 職業的監査人による監査制度の特徴である｡』
右の文言 (監査基準一般基準第六：筆者) は, 財務諸表監査における監査人の負うべき
責務の限界の一面を, 簡潔且つ明快に表現したものであり, 又財務諸表に対するいわゆる
「二重責任制度」(Dual Responsibility) について述べたものであって…
第六の條項は「二 重 責 任
デュアルリスポンシビリティ
」に関する規定である。監査人は監査報告書に記載した
自己の意見に対しては責任を負うけれども, 財務諸表については責任は負わないのである。
財務諸表それ自体についての責任は, 当該企業の経営者がこれを負うべきものである。財
務諸表は経営者の財務諸表であって, 監査人の財務諸表ではないからである。
財務諸表については, 経営者が監査報告書については, 監査人が, 夫々責任を分担する
二重責任の制度によって, 財務諸表に対する信頼性を確保せんとするのが, 職業監査人に
14) 佐藤孝一 [1953] 243 244頁。
15) 佐藤孝一 [1957] 114 115頁。
16) 岩田巌 [1950b] 2 頁。
佐藤の引用文が旧字体を使用しているのに対して, 初代監査基準設定直後の1950年の岩田
論稿では新字体が使用されていることから, 佐藤の引用文は監査基準設定以前の岩田の論稿
であろう。これらの佐藤と岩田の著述をみる限り,「二重責任」という用語を最初に使用し
たのは, 岩田巌であると推測するものである。
4. 財務諸表監査制度における展開
日本の財務諸表監査制度は1951年の初度監査から 5年間に及ぶ準備期間を経て1957年 1 月
1 日開始事業年度より正規の財務諸表監査が実施されることとなった。正規の財務諸表監査
を控えた1956年, 監査基準・監査実施準則が改訂され, 監査報告準則が追加設定された。
1956年の改訂は, 監査基準の設定について (1956年12月25日大蔵省企業会計審議会中間報
告) で述べられているように,「さきの中間報告の公表以来の数年の間における監査実務経
験にかんがみ, 監査基準及び準則の一部を改訂したが, 監査基準における基本原則には何ら
変更は加えられていない」としながらも, 1950年監査基準の前文「財務諸表の監査について」
と監査一般基準六に記載されていた, いわゆる二重責任の原則に関わる記載が削除されるこ
ととなった。これは, 中間報告がいうように,「企業会計制度の発展と相まって, 監査慣行
も次第に成熟するにいたった」ため, 1950年監査基準の啓蒙的役割は終えたとして削除され
た17)ものであって, 監査の本質は変わっていない。言い換えれば, 二重責任の原則はすでに
監査制度における基本概念として定着したことを意味するものであった。
したがって, これ以降, 監査基準・準則の部分改訂, 1965年の山陽特殊製鋼事件等の監査
人不祥事を契機とした全面改訂, 1976年から1977年にかけての連結財務諸表・中間財務諸表
といった財務諸表公開制度の拡大にともなう改訂, 1991年の補足的説明事項の廃止とそれに
代わる特記事項の記載, 経営者確認書の入手義務, 監査実施準則における個別具体的な監査
手続の削除にともなう大幅改訂など数次にわたる監査基準・準則の改訂があったが, この間,
二重責任の原則が取り上げられることはなかった。
二重責任の原則が改めて監査基準で取り上げられたのは, 2002年の監査基準・準則の全面
改訂においてである。1990年代のバブル崩壊からの平成不況, 資本市場・経済活動のグロー
バル化, 公認会計士監査に対する批判の高まりなどから,「財務諸表の重要な虚偽の表示の
原因となる不正を発見する姿勢の強化, ゴーイング・コンサーン (継続企業の前提) 問題へ
の対処, リスク・アプローチの徹底, 新たな会計基準への対応及び監査報告書の充実を図る
ことを改訂の重要なポイントとし」(2002年監査基準前文「監査基準の改訂について」2002
年 1 月25日企業会計審議会) た監査基準の全面的見直しが行われることとなった。さらに,
桃山学院大学総合研究所紀要 第41巻第１号88
よる監査制度の特徴である。
17) 1956年監査基準改訂では, 注 9で記載したように, 二重責任に関する記載を含めて, 監査一般基準
の六から八の４つの啓蒙的規定もすべて廃止された。
前文は, 本改訂の目的について,「単に我が国の公認会計士監査の最大公約数的な実務を基
準化するという方針ではなく, 将来にわたっての公認会計士監査の方向性を捉え, また, 国
際的にも遜色のない監査の水準を達成できるようにするための基準を設定することを目的と
している。さらに, 公認会計士監査に対する社会の種々の期待に可能な範囲で応えることも
改訂基準の意図したところである｡」と続けている。
2002年監査基準改訂が前例のないほど大きな改革であったことは, その前文が過去におけ
る改訂時のそれとは比較にならない文字数で詳細に記載されていることからも明らかである。
1950年監査基準では, 監査人が財務諸表に対する自己の意見につき責任を負うのみであっ
て, 財務諸表の作成責任は経営者にある旨の記載が, その前文と監査一般基準で啓蒙的に示
されていたが,「二重責任の原則」という用語は使用されていなかった。これに対して,
2002年監査基準の改訂では, 監査人の責任と経営者の責任の区別について触れるとともに,
前文の 2ヵ所において「二重責任の原則」という用語が使われている。すなわち, 前文にお
いて, 監査の目的を明確にする必要性を訴える箇所では, 監査の目的は財務諸表の適正表示
に関する監査人の意見を表明することにあること, この目的に関連して, 監査人の意見表明
責任と経営者の財務諸表作成責任との区別を明示する必要性を強調しており, このような責
任の区別を「二重責任の原則」と定義づけている (三 1監査の目的(1))。監査報告書の記載
についても, これまでの範囲区分と意見区分の 2区分・2パラグラフから, 範囲区分を監査
の対象と実施した監査の概要の 2パラグラフに分け, 財務諸表に対する意見と合わせて, 2
区分・3 パラグラフ18)に分けて記載することを求めるとともに,「監査の対象には, いわゆ
る二重責任の原則についても記述することを明記した」(三 9監査意見及び監査報告書(2)監
査報告書の記載) との説明を加えている。
さらに, 2002年監査基準では, 前文における「二重責任の原則」の記載のみならず, 監査
基準・報告基準三「無限定適正意見の記載事項」(1) 監査の対象と題する監査基準本文にお
いても,「…財務諸表の作成責任は経営者にあること, 監査人の責任は独立の立場から財務
諸表に対する意見を表明することにあること」との記述を具体的な監査報告書記載事項とし
て初めて規定した。
1950年と2002年の両監査基準において取り上げられたいわゆる「二重責任の原則」は, い
ずれも経営者と監査人との責任分担についての規定であることに変わりはない。しかし,
2002年監査基準が「二重責任の原則」を監査報告書における必然的記載事項としたのは, 単
に監査関係者への啓蒙的意図によるものではなく, 当時問題となっていたいわゆる監査人と
財務諸表利用者との間の期待ギャップを起因とするものであった。すなわち, 期待ギャップ
を埋めるための監査報告書の情報化 (追記情報の記載) と, それにともなう, 監査人の責任
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18) 2002年監査基準の改訂により, 監査報告書は導入区分・範囲区分・意見区分の 3区分に広がったと
捉えることもできるが, 本稿では監査対象・二重責任の記載・監査の概要の記載は従来の範囲区分の
拡大であるとして, 監査報告書標準様式は範囲区分と意見区分の 2区分・3パラグラフの体裁をとる
と理解している。
限定の必要性から, 監査報告書における明快な記載が必要とされるに至ったものであるとい
えよう。したがって, 1950年から半世紀の間に,「二重責任の原則」がより積極的な意味合
いをもつものにその性格を変えてきたと解釈すべきである。
1950年から始まった証取法 (金商法) 監査は, 今日にいう投資意思決定情報としての財務
諸表監査というより, 受託責任解除監査という性格も強くもっていた。したがって, 監査報
告書はあくまでも財務諸表の適正性に関する監査人の意見表明手段としての性格, いわゆる
オピニオンレポートとして捉えられていたのである。一方, 2002年監査基準は, 財務諸表監
査を投資意思決定情報監査と考える立場から, 監査報告書も財務諸表と相まって投資者への
情報提供手段としての性格を帯びるようになったといえよう。いわゆるインフォメーション
レポートしての捉え方がそれである。
今日の投資意思決定情報監査における「二重責任の原則」の意味を問う前に, 次節では,
アメリカにおける「二重責任の原則」の展開をみてみよう。
Ⅲ 二重責任の原則－アメリカにおける展開
1. 文献・テキストにおける展開
アメリカの文献・テキストでは, いわゆる「二重責任の原則」についてどのように説明
されてきたのであろうか。また, 日本のテキストにある “principle (system) of dual responsi-
bility” という用語についてはどうであろうか。
アメリカでベストセラーとなった監査論テキストのひとつはミシガン州立大学 Arens 教
授の “Auditing : An Integrated Approach”19) である。このテキストは2003年発刊の第 9版から
は, “Auditing and Assurance Services : An Integrated Approach” と改題され, 現在, 第15版20)
まで重ねている。
本テキスト第14版では, いわゆる「二重責任の原則」について以下の記述がある21)。
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STANDARD UNQUALIFIED AUDIT REPORT
……
2. Introductory paragraph. …
Third, the introductory paragraph states that the statements are the responsibility of man-
agement and that the auditor’s responsibility is to express an opinion on the statements based
on an audit. The purpose of these statements is to communicate that management is responsi-
ble for selecting the appropriate accounting principles and making the measurement decisions
and disclosures in applying those principles and to clarify the respective roles of management
19) Arens et al. [1976] [1999 : 8thed.].
20) Arens et al. [2013]. Arens はアメリカ会計学会 (AAA) 元会長でもあるが, 2010年に逝去している。
21) Arens et al. [2012 : 14thed] p. 66.
すなわち, 標準監査報告書における導入パラグラフ (introductory paragraph) では, 経営
者が財務諸表作成責任を負い, 監査人の責任は監査の結果に基づく監査意見の表明にあると
する記載を行うとの説明があり, その意味を簡潔に解説するのみで, 日本のテキストのよう
に, それが財務諸表監査制度の根幹をなす基本的な原則であるとか, この原則を「二重責任
の原則」(principle of dual responsibility) と呼ぶというように, とりわけて基本的な財務諸
表監査上の概念として扱われているわけではない。
いわゆる二重責任に関する記載は,他のテキスト等でもほぼ同じ扱いである｡ “dual respon-
sibility” といった用語はいずれのテキストにも記載されておらず, ましてや, 日本のように,
索引 (index) などにおいて取り上げられているわけではない22)。
アメリカの監査基準が, 監査報告書でいわゆる二重責任の原則の記載を要求したのは,
1988年の監査基準報告書 (SAS: Statements on Auditing Standards) 第58号からである。一方,
日本では, 監査報告書での記載は要求されていないものの, 1950年の監査基準初版では, 啓
蒙的な意味合いをもって前文ならびに監査一般基準六でいわゆる二重責任の原則を取り上げ
ていた。
同時期におけるアメリカの文献・テキストではどうであったろうか。
アメリカで最も古くから公刊されていた監査論テキストの代表は Robert H. Montgomery
の “Auditing theory and practice”23)である｡ 本書は,Montgomeryの晩年以降, “Montgomery’s
Auditing” とタイトルを変更して第12版 (1998年発刊) まで重ねている。
1957年に公刊された “Montgomery’s Auditing” 第 8版では, いわゆる二重責任に関して以
下の記述がある24)。
この記述も, 今日の監査論テキストにおける記載と本質的に変わるところはない。いずれ
も, 監査報告基準ないし監査報告書記載内容の解説の箇所でいわゆる二重責任の原則に関す
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and the auditor.
STANDARDS OF REPORTING.－The primary responsibility for reporting on financial posi-
tion and results of operations of a business concern rests with its management. Such reports
of management are called financial statements, and usually include a balance sheet and state-
ments of income and surplus. The auditor’s report is the medium through which he expresses
his opinion on financial statements prepared by management, based on his examination of such
statements through auditing procedures.
22) Robertson et al. [2002] や Strawser et al. [2001], Whittington et al. [2010] などのテキストでも,
監査報告書の導入パラグラフで監査人の責任と経営者の責任の分担を記載すると触れるのみで, 日本
のように詳細な解説はない。
23) Montgomery [1912].
24) Lenhart et al. [1957] p. 13.
る解説を行っている。しかし, それが財務諸表監査の根幹をなす概念であるとか,「二重責
任の原則」といった固有名称を与えられているわけでもない。
ただ, 1947年の監査基準試案設定前には, AIA (現在の AICPA) 発行の機関誌, Journal of
Accountancy において,「貸借対照表は誰のものか？」と題する論説が掲載され, いわゆる
二重責任について論じている25)。
論説では,「財務諸表の第一次作成責任は経営者にあり, 独立監査人の責任は彼らが表明
する監査意見にあることは, 会計士団体も SECもニューヨーク証券取引所も, いずれもが
認めている事実である」と主張する。さらに続けて,「経営者が財務諸表に第一次責任を負
い, 監査人がそれをチェックすることは, 財務諸表に二重 (double) のチェックがほどこさ
れ, 二重 (double) の責任が重なることとなる。…したがって, この二重責任の概念 (con-
cept of dual responsibility) は明らかに公共の利益に適うものである」と。
すなわち, 当時のアメリカでは, 会計士が実質的に財務諸表を作成することあるいは強く
財務諸表作成に関して助言・勧告を行うこと (助言・勧告の重要性については当然現在も同
様である) も珍しいことではなく, 財務諸表作成に会計士がかかわることにより, 公表財務
諸表に対する二重責任が存在するという事実を指摘している。その上で, 経営者が会計士の
勧告を受け入れるかどうかは, もっぱら経営者の権限に属することであり, 会計士はそれを
強制することはできない。したがって, 会社名のもとで財務諸表を発行する限り, それは疑
いもなく会社の陳述書であり, 財務諸表に対する第一次責任は会社にあると主張する26)。
このように,「二重責任」という言葉が当てはまる対象は, 日米で根本的な相違がある。
アメリカにおける「二重責任」は, 財務諸表作成に第一次責任を負う経営者と, 経営者が作
成する財務諸表にチェックを加え, 必要に応じて財務諸表の修正を助言・勧告する監査人の
二次的な責任の重なりが財務諸表を取り巻く公共の利益につながるという意味で使われてい
る。一方, 日本では,「二重責任」を経営者の財務諸表作成責任と監査人の意見表明責任と
いう財務諸表と監査報告書に関わる責任区分・責任分担の意味で使われている。この日米間
の用語上の齟齬を解消するためには,「二重責任」に代えて,「責任区分の原則」ないし「責
任分担の原則」を用いるべきであろう。以下においては, 責任分担の意味で使われる「二重
責任の原則」については,「責任区分の原則」と言い換えることにしたい。
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25) EDITORIAL [1940] pp. 338 339.
26) 先に, 二重責任・“dual responsibility” という用語は岩田が最初に使用したのではないかと指摘し
た。岩田が同様のタイトルのもとでこの論説に触れていることから, “dual responsibility” の出典は
この論説であろうと推測される。ただ, この論説がいう “dual responsibility” は, 財務諸表の作成と
監査意見の表明における責任区分を意味するものではなく, 第一次責任は経営者にあるものの, 財務
諸表の作成に監査人もかかわることを “dual responsibility” と呼んでいることに注意すべきである。
したがって, 財務諸表監査の基礎概念として説明される責任区分について, 二重責任・“dual respon-
sibility” を用いることは適切ではないということができよう (岩田巌 [1957a] 3 頁)。
2. 財務諸表監査制度における展開
アメリカの財務諸表監査制度の中で「責任区分の原則」がどのように扱われてきたのか,
本節では, 監査基準・監査報告書における取扱いをみてみよう。
アメリカで最初の監査基準 (一般に認められた監査基準) が設定されたのは, 1938年に発
覚したマッケソン・ロビンス (McKesson & Robbins) 会社事件を契機とするものである。こ
の事件の発覚後, アメリカ証券取引委員会 (Securities and Exchange Commission: SEC) の
要求により, アメリカ会計士協会 (American Institute of Accountants : AIA) の監査手続委員
会 (Committee on Auditing Procedure) が1947年に発表した「監査基準試案－その一般に認
められた意義と範囲 (Tentative Statement of Auditing Standards ; Their Generally Accepted
Significance and Scope)」がそれであった。1954年には, 意見差控報告書の採用による報告
基準の第 4を加えた「一般に認められた監査基準－意義と範囲 (Generally Accepted Auditing
Standards ; Their Significance and Scope)」が正式に発表された。その後, 今日に至るまで,
文言の修正はあったものの監査基準の構成と内容に基本的な変更はない。また, 1954年監査
基準では, 日本の1950年監査基準とは違って, 責任区分の原則に関する条文は含まれていな
かった。
周知のように, アメリカでは, 監査の基本原則をうたう「一般に認められた監査基準」に
加えて, 実務上の解釈指針としての監査手続書 (Statements on Auditing Procedure ; SAP),
それを引き継ぐ監査基準書 (Statements on Auditing Standards ; SAS) をまとめて監査基準と
いってきた。次に, これらの解釈指針を含めた「一般に認められた監査基準」設定前後にお
ける標準監査報告書の記載内容を時系列でみてみよう27)。
アメリカにおいて監査人が従うべき基準や手続きをまとめようとした最初の努力は, 1914
年～1917年までの第一次世界大戦中にあった28)。当時の信用目的のための財務諸表の作成と
監査における統一性を求めて, AIA が1917年に作成した「貸借対照表監査覚書 (A
Memorandum on Balance-Sheet Audits)｣, ならびに, 連邦準備制度理事会 (Federal Reserve
Board ; FRB) が配布した「覚書」の写し,「統一会計－連邦準備制度理事会試案 (Uniform
Accounting ; a Tentative Proposal Submitted by the Federal Reserve Board)」がそれである。
「統一会計」で示された監査報告書様式は次のようなものであった29)。
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私は, －から－までの期間の○○会社の勘定を監査した。そして上記の貸借対照表と損
益計算書は連邦準備制度理事会が指示勧告する方法に準拠して作成され, かつ私の意見に
よれば, －における会社の財政状態およびその機関の経営成績を表示していることを証明
する。
27) アメリカにおける監査報告書標準様式の変遷については, 拙稿 [1978] 95 106頁, 拙稿 [1982] 49 
63頁を参照されたい。
28) Steele [1962] p.10.
29) Federal Reserve Board [1917] p. 430.
「統一会計」に続いて AIAが作成した監査報告書様式は,「財務諸表の検証」(1929) で
公表されたものであった。ここでは, 上記の文言について一部修正があったものの, 記載内
容自体は変わるものではなく,「責任区分」に関する記載は含まれていなかった。
その後, ウルトラマーレス (Ultramares) 事件の判決 (1931年) にともない, 第三者責任
への拡大を契機とする監査証明 (certify) から監査意見 (opinion) への転換, 事実 (監査対
象) の記載と意見の記載の区分を目的とした監査報告書様式の 2区分化30)が提示されること
となったが, ここでも責任区分に関わる記載は含まれていなかった。
1933年証券法, 1934年証券取引法により, いわゆる貸借対照表監査に代わって投資者保護
を目的とした財務諸表監査制度が成立した。法定監査の実施にともない, AIAとニューヨー
ク証券取引所は, 協働して「会社会計の監査」と題するパンフレットを1934年に発表し, 財
務諸表監査に関する最初の監査報告書標準様式を提示した31)。
この監査報告書は, いわゆる範囲区分と意見区分の記載が明瞭に区分され, 今日の監査報
告書標準様式の基礎となるものであったが, ここでも責任区分についての記載は含まれてい
ない。
投資者向け財務諸表監査の法定化以降, 監査報告書標準様式は, 1936年の「独立公共会計
士による財務諸表の監査(Examination of Financial Statements by Independent Public Account-
ants)｣, SAP第 1号 (Extensions of Auditing Procedure : 1939年)32) における部分改訂を経て,
1947年の監査基準試案発表に合わせた SAP第24号 (1948年) による監査報告書の提示によ
り, 現在につながる監査報告書標準様式の姿が一応の完成をみたのである。当時の監査報告
書標準様式は次のようなものであった33)。
この監査報告書標準様式でも責任区分については触れられていなかった。
SAP第24号による短文式監査報告書標準様式の一応の完成後は, 財政状態変動表を財務
諸表に含めた SAP第50号 (1972年)34) における改訂, 監査手続書 (SAP) から監査基準報告
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われわれは, 19－年12月31日現在のＸ会社の貸借対照表と同日をもって終了する年度の
損益および剰余金計算書を検査した。われわれの検査は一般に認められた監査基準に準拠
して行われ, したがって, われわれがその時の状況において必要と認めた会計記録の試査
およびその他の監査手続を含んでいる。
われわれの意見によれば, 添付されている貸借対照表と損益及び剰余金計算書は, 前年
度と継続して適用された一般に認められた会計原則に準拠して19－年12月31日現在のＸ会
社の財政状態および同日をもって終了する年度の経営成績を適正に表示している。
30) Cochrane [1952] pp. 73 74 ; 森実 [1970] 26 29頁。
31) 監査報告書の内容については, Steele [1962] p. 98を参照されたい。
32) Committee on Auditing Procedure [1939].
33) Committee on Auditing Procedure [1948] p. 390.
34) Committee on Auditing Procedure [1972] p. 69.
書 (SAS) への移行後の SAS第 2 号 (1974年)35) における部分改訂はあるものの, 基本的な
内容に変わるところはなかった。ただ, 過去の SAPの集大成として編纂された1972年の
SAS第 1号では,「独立監査人の責任と機能」ならびに「監査人と経営者との責任の区分」
と題するパラグラフにおいて以下の記載がある。
「独立監査人による財務諸表監査の目的は, 財務諸表が一般に認められた会計原則に準拠
して, 財政状態ならびに経営成績およびキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているか否かに関する意見を表明することにある。監査報告書は, 監査人
が意見を表明するか, 状況によっては意見を差し控える手段である。・・・財務諸表は経営
者の責任である。監査人の責任は, 財務諸表に関する意見を表明することにある｡｣36)
このように, 監査報告書での記載は要求されていないものの, 監査基準に対する実務上の
解釈指針である SAS では, 責任区分の原則について, 日本の1950年監査基準におけると同
様の記載が含まれている。
アメリカの監査報告書標準様式が大きく変わったのは, SAP第24号の発表から40年を経
た1988年の監査基準報告書 (SAS: Statements on Auditing Standards) 第58号によるものであっ
た。
1960年代後半から1980年代にかけては, コンチネンタル・ベンディング・マシン
(Continental Vending Mashine) 事件をはじめとする公認会計士に対する損害賠償請求訴訟が
多数提起され, 準大手監査法人であった Laventhol & Howarth 会計事務所が解散するなど会
計事務所受難の時代となった。これらの訴訟は, 監査人の実施する監査業務と財務諸表利用
者の監査に対する期待との間にギャップが存在することを浮き彫りにした。AICPAは, この
期待ギャップ (expectation gap) の解消を目的として, 1974年に Manuel E. Cohen を委員長
とする「監査人の責任委員会 (The Commission on Auditors’ Responsibilities)」(通称コーエ
ン委員会) を立ち上げ, 1977年３月に中間報告, 1978年に最終報告書 (The Commission on
Auditors’ Responsibilities, Report, Conclusion, and Recommendations) を発表した。報告書の
中で, コーエン委員会は経営者の責任と監査人の責任の区別を明確にすることが重要である
として, 責任区分に関し以下の記述を残している37)。
この記述自体は責任区分に関する主張であり, 法律や監査人の専門職業基準で反映されて
二重責任の原則再考 95
The traditional d
･
i
･
v
･
i
･
s
･
i
･
o
･
n
･
o
･
f
･
r
･
e
･
s
･
p
･
o
･
n
･
s
･
i
･
b
･
i
･
l
･
i
･
t
･
y
･
places direct responsibility for financial statements
on management. The auditor’s responsibility is to audit the information and express an opinion
on it. This d
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has been reflected in statutes requiring audits and in the
professional standards of auditors. (傍点：筆者)
35) Auditing Standards Executive Committee [1974] p. 88.
36) Committee on Auditing Procedure [1972] pp. 6 7.
37) Commission on Auditors’ Responsibilities [1978] p. 9 (鳥羽至英訳 [1990] 16頁)。
いるとあるように, 責任区分が財務諸表監査の本質に関わることの再確認が期待ギャップを
埋める一つの方策であることを主張している。ただ,日本では｢二重責任(dual responsibility)｣
という用語でほぼ統一されているこの内容が, 本報告書では, “division of responsibility” と
いう言葉で説明されている。先にも触れたように, いわゆる「二重責任」とは財務諸表監査
・・・・
における経営者と監査人との責任の区分ないし分担が本旨であり, これに対して, “dual re-
sponsibility” は財務諸表本体の作成責任の二重性に関わる表現ととらえるべきであることか
ら, 経営者と監査人の責任分担に「二重 (dual)」という言葉はふさわしくなく,「二重責任
の原則」に代えて,「責任区分の原則」と言い換えるべきであろう。
コーエン委員会による監査人の業務と財務諸表利用者の期待との間のギャップ解消のため
の諸提案 (拒否されたものもある), 続いて, 経営者不正の発見に対する監査人の役割につ
いて勧告を行ったトレッドウェイ委員会 (Treadway Commission) 報告書 (Report of the
National Commission on Fraudulent Financial Reporting : 1987年公表) への対応として, AICPA
の監査基準委員会 (Auditing Standards Board ; ASB) は, 一連の新しい監査基準書 (SAS) を
1980年代後半に公表した38)。
一連の監査基準書のうち, SAS第58号 “Reports on Audited Financial Statements” (1988年)
が SAP第24号で提示された監査報告書標準様式を40年ぶりに大きく改訂したのである。重
要な改訂の一つは, 責任区分に関する記載を要求したことである。
SAS第58号は, これまでの監査報告書標準様式が範囲区分と意見区分の 2区分・2パラグ
ラフの体裁を取ってきたのに対して, 導入パラグラフ (introductory paragraph) を追加して
2区分 3パラグラフとした。導入パラグラフにおいては, これまで範囲区分で記載されてき
た監査対象の特定に加えて, 財務諸表の作成責任と財務諸表に対する意見表明責任を明確に
区別する「責任区分の原則」について明記することとしたのである。以下の記述である。
SAS第58号は, これまで監査人が当然と考えてきた経営者の責任と監査人の責任の区別
について, 必ずしも財務諸表利用者が理解していないことに対処するため「責任区分の原則」
を監査報告書に明記することとしたのである。SAS第58号で採用された監査報告書標準様
式は, 今日まで四半世紀以上にわたって基本的な修正を加えられていない。
しかし, 世界の潮流は, さらなる変革に向かおうとしている。
SAS第58号における監査報告書の改訂は, 日本においても2002年の監査基準改訂に取り
込まれることとなった。
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…監査対象の特定… These financial statements are the responsibility of the Company’s man-
agement. Our responsibility is to express an opinion on these financial statements based on our
audit.
38) O’Reilly et al. [1998] p. 4・3 (中央監査法人訳 [1998] 133頁)．
Ⅳ 「責任区分 (二重責任) の原則」の意義と問題点
1.「責任区分 (二重責任) の原則」の意義
ここまで, 責任区分の原則が日米の文献・テキストおよび監査制度においてどのように取
り扱われてきたかについて論じてきた。
経営者の財務諸表作成責任と監査人の意見表明責任の区別については, 日米の解釈に異な
る点はない。また, 監査報告書や監査制度での取扱いもタイムラグはあるものの, 基本的な
趨勢に変わるところはない。にもかかわらず,「責任区分の原則」の意義について, 日米間
で若干の違和感があるのも事実である。何故だろうか。
日本では, 最初の監査基準でいわゆる「二重責任の原則」を条文に取り込んでいた。また,
法定監査実施当初から監査論テキストや文献においても,「二重責任の制度・原則｣39) と名付
けたうえで, 財務諸表監査の根幹をなす基本的な原則・概念として変わらず重視されてきた。
1950年監査基準がその前文と監査基準本体 (一般基準) 双方でこの概念を前面に押し出して
以来, 1956年監査基準の改訂で二重責任の原則にかかわる前文と規定が削除されてからも,
また, 2002年改訂で改めて監査報告書記載事項と規定されてからも, テキストや文献では,
財務諸表監査にかかわる概念説明の総論部分と監査意見 (監査報告書) を取り扱う各論部分
の少なくとも 2ヵ所で「二重責任の原則」が重要な概念として取り上げられてきた。
一方, アメリカでは, 1988年の SAS第58号で経営者の財務諸表作成責任と監査人の意見
表明責任の区別に関する記載が要求されてからは, 監査報告書における記載の意味を簡単に
解説するのみで, それが財務諸表監査制度の根幹をなす基本的な原則であるとか, この原則
を「二重責任の原則」(principle of dual responsibility) ないし「責任区分の原則」(principle
of responsibility division) と呼ぶというように, とりわけて基本的な財務諸表監査上の概念
として扱ってきたわけではない。SAS第58号の発表以前も, “Montgomery’s Auditing” のよ
うに, 責任の区分について簡単に解説するだけであった。ただ, 例外的な取扱いとしては,
注24で示した1940年の Journal of Accountancy 誌の論説やコーエン委員会報告書, SAS第58
号などの財務諸表に対する経営者の第一次責任についての論述がある。
Journal of Accountancy 誌の論説では, アメリカの監査実務であった会計士の財務諸表作
成への強い関わり合いに触れて, 次のようにいう40)。
たとえ会計士が会計処理の修正を勧告し, それに基づいて財務諸表を作成したとしても,
会社側がこの財務諸表を承認し, 自らの会社名で財務諸表を発表すれば, それはまぎれもな
い会社の陳述書である。財務諸表を作成したのは誰かと, 誰が財務諸表の主たる作成責任を
負うかは別問題である。会社が財務諸表を公表しないことを決めれば, 会計士は強制できな
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39) 1950年代の文献・テキストでは「二重責任の制度｣, 現在は「二重責任の原則」が一般的用語となっ
ている。これは, 制度の一翼を担う1950年監査基準がこの概念を取り上げ, 1956年改訂で削除された
ことによるものと考えられる。
40) EDITORIAL [1940] pp. 338 339, 岩田巌 [1950a] 3 7 頁。
いのである。また, 会計士が会社と財務諸表作成に関する契約を結んでも, 財務諸表作成に
関する会計士の責任は契約の相手側たる会社に対して負うのみであって財務諸表利用者であ
る第三者に対して責任を負うものではない。
論説は, 当時, 会計士が財務諸表作成に強く関わることが一般的であったという事実から,
それにもかかわらず, 財務諸表に対する第一次責任は経営者にあることを強く主張した。
また, コーエン委員会報告書や監査基準 (SAS第58号) は, 経営者が財務諸表に対する
第一次責任を負うべき理由について以下のようにいう41)。
企業の取引や資産・負債の増減に経営者は直接接触しており, 経営者の管理下にある。経
営者は企業について経験と十分な知識をもち, また, 企業経営に継続的にかかわっているた
め, 監査人に比べて, 会計上の判断をより適切に下せる立場にいる。経営者は十分かつ有効
な会計組織を保持し, 諸取引を会計帳簿に適当に記録し, 資産を保護する直接責任を負う。
何故ならば, これらに関する経営者の知識は第一次的であり, 監査人の知識は第二次的だか
らである。監査人の責任は経営者の測定を検証し, 経営者の根拠づけが適切であるかどうか
を評定することである。もし監査人が監査の対象である情報の作成プロセスに責任があると
するならば, 情報の独立的評定という根本的な考え方は脅かされることになるであろう, と。
言い換えれば, 監査人が情報の作成に主体的に加われば, 監査は自己監査に陥ってしまう
という矛盾を指摘している。
日本の文献・テキストでは, 1950年監査基準同様,「二重責任｣・｢責任区分」について,
もっぱら財務諸表監査における根本原則・基礎概念として啓蒙的に取り扱ってきた。一方,
アメリカにおいては, 概念としての取扱いよりも, 財務諸表に対する経営者の第一次責任が
強調されてきた。
日米におけるこの取扱いの相違は, 財務諸表監査が経済社会において重要な地位を占めて
いるがゆえに監査人に対する損害賠償責任訴訟に直面してきたアメリカと, 財務諸表監査が
自然発生的というより, ある意味, 作為的に制度化され, 社会における認知度が未だ低い地
位にある日本といった財務諸表監査が置かれている環境に原因があるといえよう。
2.「責任区分 (二重責任) の原則」の問題点
「責任区分の原則」が, 経営者の財務諸表作成責任と監査人の適正性に関する意見表明責
任との区分を意味する原則であることに異論はない。しかし, 最近の監査報告書が意見区分
より範囲区分の記載に偏ってきているという事実, さらには, 補足的説明事項・特記事項・
追記情報といった説明区分の記載事項が広がっているという事実は, 監査人の責任が従来の
意見表明責任から監査報告書作成責任へと変わらざるを得ない状況を作りだしている。すな
わち, 財務諸表の適正性に関する意見表明のみならず, 監査報告書の記載事項全体に対する
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監査人の責任の拡大である。
監査報告書はオピニオンレポートであるという考え方と, インフォメーションレポートで
あるという考え方が対立している。前者の主張は, 監査報告書は財務諸表の適正性に関する
監査人の意見を記載することが主たる目的であり, 監査意見以外の記載は単なる事実の記載
ないし説明であって監査人の責任に直結するものではないとする立場である。
意見表明の基礎となる監査証拠を入手し, 結論としての監査意見が確定すれば, 通常は,
「責任区分の原則」に対応した監査報告書が作成される。監査人は財務諸表公開制度のもと
で, 経営者が作成した財務諸表の信頼性を批判的に検証し, 財務諸表の適正性に関する監査
意見を表明する役割 (保証機能) を担当するのである。ここに, 経営者と監査人との間で
「責任区分の原則」が成立することとなる。
しかし, 財務諸表公開制度のもとで重要なステークホルダーである投資者, 財務諸表利用
者の側に立てば, オピニオンレポート説には批判もある。
監査理論を展開するうえで様々な監査概念が提起されてきた。オピニオンレポートかイン
フォメーションレポートかといった監査報告書の性格に関わる概念のみならず, 指導性や批
判性といった被監査側に対する機能, 意見表明機能 (保証機能) や情報提供機能といった監
査報告書の本質に関わる概念がそれである。いずれの概念のもとで理論展開をするかによっ
て,「責任区分の原則」の捉え方は様々に変化することとなる。次に, これらの諸概念をマ
トリックス的42)にまとめてみよう。
「責任区分の原則」を重視する場合, マトリックスの下段の概念を使って監査理論が展開
される。いわゆる通説の立場をとる主張である。もちろん通説においても, 指導性や情報提
供機能を無視するものではない。経営者の採用する会計方針が会計基準に反するとの証拠を
得た場合, まずは会社側を指導して適正な会計処理に修正させるべきである。財務諸表利用
者にとっては, 限定意見の付いた財務諸表より, 適正な財務諸表を受け取る方が望ましいこ
とは明らかだからである。しかし, 財務諸表の作成権限は会社側にあり, 監査人の指導性に
は限界がある。会社側が監査人の指導を受け入れない場合, 監査人としては, 批判性に戻っ
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43) 批判性と指導性, 意見表明機能と情報提供機能を監査が提供する付加価値と関わらせた論稿には,
高田正淳 [1974・1975] がある。
図表：監査概念マトリックス43)
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批判性 意見表明機能(保証機能) オピニオンレポート
監査報告書の本質
て限定意見ないし不適正意見を表明するしかない。したがって, 監査報告書は意見表明機能
を本質とするものであり, この観点から監査報告書をオピニオンレポートと性格づけるもの
である。
オピニオンレポート説に立つ場合, インフォメーションレポート説にいう指導性の発揮や
監査人からの情報提供について一定の範囲で許容はするが, これらの機能を強調することに
は「責任区分の原則」から強い批判がある。例えば, 以下のような山浦の主張である44)。
「本来, 財務諸表の利用者は, 虚偽ないし不適正な財務諸表を望まないことは無論である
が, そのような財務諸表を公表する前に経営者自身が正しいものに修正すべきと考え, かか
る事前修正の責任を, 経営者ばかりでなく, 監査人も何らかの形で負うべきと期待するであ
ろう。また, 経営者も, 自らの財務諸表に不適正事項があることを監査人に指摘され, 監査
報告書に記載されることを望むものはいない。さらに, 制度的にも, 規制当局は不適正な財
務諸表を, たとえ不適正とする監査人の報告が付されたとしても, 市場に公表させることが
望ましいとは考えない。…現実的機能として監査人の助言機能 (指導的機能：筆者) が生じ
ることになる。…結果的に適正な財務諸表として公にする機能 (指導的機能：筆者) が本来
の判定機能 (批判的機能：筆者) に対して付随的に生じることは否定できない」としながら
も,「助言が行き過ぎれば, 監査人自らが財務諸表の作成に関与することになり, 二重責任
の原則に反し, 経営者の会計責任と監査人の監査責任を曖昧にし, 結果的に, 会計監査の機
能不全をもたらす因子となりかねない。…監査中に気づいた事項を経営者に伝えることは
『助言』ではなく, あくまでも監査の一環としての指摘であり, これを受け入れるかどうか
はあくまでも経営判断と理解し, 経営者の会計責任と監査人の監査責任の間に一線を画すた
めにも,『助言機能』という概念の使用を止めるべきであろう」と。
この主張に従えば, 助言機能 (指導的機能) の重要性を理解しながらも, それを監査の一
環として捉えるためには, 経営者側が指導を受け入れない場合, 監査意見の限定とともに,
除外事項の説明を加えることとなろう。しかし, 除外事項の記載自体が意見表明を超えた監
査人からの情報提供に当たるとの考え方もある。この場合,「責任区分の原則」は形骸化せ
ざるを得ない。
また, 鳥羽もほぼ同じ論理を展開している。長くなるが, 引用してみよう45)。
「監査には本来的に, 経営者に至らざるところがあれば, それを事前に指摘し, 本来ある
べき会計の姿を説明・助言し, 適正な財務報告が達成されるように, 被監査会社をていねい
に指導するという役割が含まれているはずである。…『指導・助言』である。監査に内在す
る本質的な機能の１つであり, 基本的役割である『保証』を補完するものである。・・・今
後の会計環境の複雑化に伴い, その重要性は増す一方であろう」というように, 指導的機能
を監査の本質的な機能として捉え, その重要性を指摘している。しかし,「(二重責任の原則：
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44) 山浦久司 [2008] 6 8 頁。
45) 鳥羽至英 [2009] 43 47頁。
筆者) の意義は, 財務諸表制度の推進者である経営者と監査人の責任が混同されることを防
ぐという消極的な面にあるのではない。むしろその意義は, 経営者に対しては, 会社の状況
についての説明や情報提供は, 経営者の責任で積極的に行うべきであることを強調すること
にある一方, 監査人に対しては, 監査人の役割は被監査会社の財務諸表の信頼性についての
保証情報 (監査意見) の提供にあり, したがって, それ以外の情報提供に対しては不用意に
関与すべきではないこと, 換言すれば, 情報提供機能という言葉に酔ってはならないことを
警告するところにある｣, さらに続けて,「投資者に企業情報を伝達する責任は経営者にあり,
監査人の責任ではないから, いかに投資者にとって重要な情報であっても, それが財務諸表
等に表示されていないという理由によって, それを監査人が外部に提供することはできない
(二重責任の原則)。したがって, ここにいう情報提供機能とは, 極めて限定された意味での
『情報提供』であり, その対象となる情報の範囲は,『追記情報』という項目のもとに『監
査基準』によって規定されている」と情報提供機能に対して強い制限を加えている。
山浦が指導的機能 (助言機能) 自体も消極的に捉えるのに対して, 鳥羽は指導的機能を保
証機能の補完的機能であると積極的に捉えているが, 情報提供機能については, 極めて限定
的な解釈を示している。
鳥羽は監査報告書が監査意見のみを記載する場所とは考えていない。監査人の役割を,
「被監査会社の財務諸表の信頼性についての保証情報 (監査意見) の提供」というように,
監査意見も一つの情報であると捉えている。また, 監査意見に加えて,「監査基準」が規定
する「追記情報」の提供も否定していない。財務諸表に記載されていない情報の提供を二重
責任の原則に反するとして否定しているのである。
しかし, 財務諸表に記載されていない情報という場合, 山浦の場合と同様, 除外事項の説
明に関する情報をどのように解釈するかの問題が残っている。
限定意見や不適正的意見など除外事項を付けた監査意見を表明する場合, 監査人は適正意
見を表明できない根拠を記載しなければならない。除外事項の対象, その理由ならびに財務
諸表に及ぼす影響の記載がそれである。特に, 除外事項の影響を記載することは財務諸表の
修正を指示することとなる。経営者の財務諸表作成責任の領域に入り込むことを意味し,
「責任区分の原則」に反するということもできよう。また, 経営者への助言・指導機能を重
視することは, 山浦もいうように,「監査人自らが財務諸表の作成に関与することになり,
二重責任の原則に反する」ということもできよう。監査人の指導を受け入れるか否かは経営
者の判断である｡ したがって, 経営者の財務諸表作成責任を侵害するものではなく, 保証機
能・意見表明機能に付随する監査機能の一環に過ぎないという考え方もある。とはいえ, 監
査人の指導によって財務諸表が修正されたという事実は残るのである。
他方, マトリックスの上段を代表するのが高田である。高田は, 財務諸表監査制度の目的
は財務諸表の信頼性を高め, その有用性を保証し, これを通じて利害関係者保護を達成する
ことであるが, その保護に関して財務諸表ならびに財務諸表監査には数多くの限界があると
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指摘する。監査人による指導性と情報提供はこのような限界を克服するための手段である。
しかし, 財務諸表とは別に監査報告書を通じた情報提供が財務諸表の理解を促進することに
は限界がある。その意味で, 情報提供は指導性を補完するものであり, 本来は指導性の発揮
により財務諸表の修正・情報の追加を経営者側に促すことが第一に重要である。指導による
修正・改善が見られない場合に, 利害関係者の要請に応える第 2次的な手段が情報提供であ
ると主張する46)。
利害関係者の積極的保護を指向して指導性の発揮, 情報提供機能の重要性を主張する見解
は多くの研究者によって支持されている。監査報告書をインフォメーションレポートととら
える見解である。インフォメーションレポート説を唱える今一人の研究者として森實がいる。
森は, 経営者と監査人は適正な財務諸表の提供について協力関係にあると捉える。経営者
が, 不適正な財務諸表を提出したならば, それを適正なものに修正するように指導性を発揮
し, 経営者が適正な財務諸表を作成するように説得する努力が必要である。ここに経営者と
監査人との間に, 密接な協力関係が生じ, 何等, 二重責任の原則と矛盾するものではないと
いう。二重責任の原則がはたらくのは, 究極的な状態として, 経営者と監査人の意見が対立
し, 経営者が監査人の指導を拒絶したり, あるいは納得しなかった場合である。監査人は,
監査意見の表明によって自己の責任を限界づけることとなる。その場合でも, 監査人は, 利
害関係者が財務諸表を有効に利用できるように, 監査報告書において必要な情報を提供する
のであると主張する47)。
高田も森も, 積極的利害関係者保護の立場から監査の役割を論じている。ここでは, 情報
提供よりも指導性の発揮がより重視されている。適正な財務諸表を作成することが利害関係
者保護に直接役立つからである。しかし, 財務諸表はあくまでも経営者に作成権限があり,
監査人による指導性には限界がある。その限界を補うために, 情報提供が 2次的な手段とし
て活用されるというのである。
結局は, オピニオンレポート説をとろうがインフォメーションレポート説をとろうがいず
れも指導性を重視する点に変わりはない。主張の相違は, 監査人の指導を経営者が拒否した
場合に, 批判的機能に戻って監査意見を表明するに終わるか, 監査意見に加えて情報提供機
能を発揮するかである。換言すれば, 監査人からの情報提供を制限するか否かにあるといっ
てよい。しかし, いずれの主張に立とうが, 指導性の発揮による財務諸表の修正, 除外事項
の記載による新たな財務諸表情報の提供, それに加えて, 追記情報などの記載による追加的・
説明的情報の提供が, いずれも経営者と監査人の間における「責任区分の原則」に抵触する
可能性は排除できない｡「責任区分の原則」を維持するためには, 監査人は財務諸表の適正
性に関する意見表明だけにとどめざるを得ないこととなる。しかし, 現行の複雑化する会計
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47) 森實 [1967] 180 190頁。
のもとでは, 会計上の見積りや測定の不確実性が高まっており, 会計職業専門家としての監
査人がただ単なる財務諸表の適正性に関する意見表明, すなわち保証機能の発揮だけにとど
まれば, 財務諸表監査の社会的意義は損なわれることとなろう。他方,「責任区分の原則」
を有名無実化することは, 監査人にその能力を超えた耐えがたい責任を負わせることとなり,
結局, 財務諸表監査の衰退につながることも予想される。繰り返すが, コーエン委員会もい
うように, 取引や資産・負債の増減に直接接触している経営者の方が, 監査人に比べて, 会
計上の判断をより適切に下せる立場にいる。もし, 監査人が監査対象である財務諸表の作成
プロセスに責任があるとするならば, 情報の独立的評定という根本的な考え方が脅かされる
ことになる48)。
問題は,「責任区分の原則」を損なわない形で, 財務諸表利用者の高まる要求に応えなが
ら, 監査報告書の作成責任をいかにして果たすかである。
Ⅴ 「責任区分 (二重責任) の原則」と監査報告書
監査人による指導性の発揮, その限界を補完する意味での情報提供機能の行使は, 経営者
による財務諸表の修正あるいは監査報告書における除外事項の説明, その他の情報提供に導
くこととなる。これが,「責任区分の原則」に反するか否かである。
指導性の発揮による財務諸表の修正は, あくまでも経営者の同意のもとで実施されるわけ
であるから, 財務諸表の作成責任が第一義的に経営者にあることに変わりはない。また, 限
定意見ないし不適正意見にともなう除外事項の説明が監査人による実質的な財務諸表の修正
に導くことは事実であるが, 財務諸表自体の作成責任が経営者にあることに変わりはない。
この場合, 監査人の責任を意見表明責任から監査報告書作成責任と捉えなおすことによって,
「責任区分の原則」との齟齬はなくすことができるといえよう。
「責任区分の原則」は監査人に対する過大な責任負担を回避させる原則でもある。除外事
項は, 経営者が選択した会計方針やその適用方法が不適切である場合, 重要な監査手続が実
施できなかった場合などに生じるものであるから, その判断は監査人の専門能力に適うもの
である。したがって, 監査報告書における除外事項の説明は「責任区分の原則」に反しない
のみならず, 監査人に過大な責任を課すものでもないといえよう。
今一つの問題は, 監査基準が規定する追記情報の記載であり, 加えて, 適正意見が表明さ
れた場合であっても, 会計上の見積りや測定の不確実性などが存在する領域に関する追加的
な情報の提供である。追記情報が基本的に強調事項であり, すでに財務諸表に記載されてい
る事項の強調に過ぎないとしても, 追加的な情報提供と同様, 監査人が財務諸表利用者の意
思決定判断にまで介入することとなり, 監査報告書作成責任の本質を超えるものであるとの
批判を浴びる可能性がある。
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48) Commission on Auditors’ Responsibilities [1978] p. 9 (鳥羽至英訳 [1990] 16頁).
監査意見に付随する除外事項の説明などとは異なり, 強調事項や追加的な情報提供は,
「責任区分の原則」と齟齬を生じる可能性も高い。
監査報告書の情報化を進め,「責任区分の原則」に抵触しない形で情報の提供を行うため
には, 財務諸表利用者の意思決定判断に入り込まない形での情報提供に振り替える必要があ
る。
このような形での監査報告書の情報化は, 昨今, IAASB や公開会社会計監督委員会
(Public Company Accounting Oversight Board : PCAOB) が提案している監査報告書の長文化,
監査報告書の変革にその可能性を見出すことができる。監査報告書における KAMや CAM
(Critical Audit Matters : 監査上の主要な事項) の情報提供がそれである。KAMや CAMは,
財務諸表利用者が財務諸表を利用するにあたって最も重要と考える事項についての情報を提
供することを意図するものではなく, 監査判断上最も困難と考えた事項を利用者に知らしめ
ることを目的とした監査情報の提供である。監査人が財務諸表利用者の判断の領域に踏み込
まないように責任を限定するものである。監査報告書の情報提供機能をこの領域に絞り込む
ことによって「責任区分の原則」と齟齬を生じない監査報告書のインフォメーションレポー
ト化を進めることができるのではないかとの期待がある49)。
Ⅵ お わ り に
元来, 財務諸表監査の本質は, 経営者と株主・投資者の間に介在して財務諸表の適正性に
関する監査を実施し, その結果を監査意見を通じて利用者に伝達することによって, 財務諸
表の信頼性の程度を明らかにすることにあった。この意味で, 監査報告書は監査の結論とし
ての監査人の意見を表明する手段である。したがって, 監査対象となる財務諸表の作成責任
は経営者にあり, 監査人の責任は財務諸表の適正性に関する監査意見の表明にあったのであ
る｡「二重責任の原則」は, このような経営者と監査人との責任区分を意味する監査上の基
礎概念と考えられてきた。
しかし, 経済活動の拡大による取引や資金調達・資金運用の多様化は, 会計上の見積り,
測定の不確実性などをますます増幅させることとなった。財務諸表作成の複雑化, 監査意見
に備わるグレーゾーンの拡大による監査報告書の情報化は避けられない状況となっている。
しかし, 監査報告書がオピニオンレポートからインフォメーションレポートへとその性格を
変えていく上で, 正面から立ちはだかるのが「二重責任の原則」である。
本稿では, いわゆる「二重責任の原則」が日本においては啓蒙的な意味合いで重視されて
きたこと, それに対して, アメリカではもっぱら監査人の責任限定のために声高に主張され
てきたことを明らかにした。また,「二重責任の原則 (dual responsibility)」という言葉自体
は, 本来, 財務諸表作成プロセスにおいて, 経営者が公表財務諸表の第一次的責任を負い,
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49) IAASBや PCAOBによる監査報告書の変革については, 拙稿「監査報告書の展開と展望｣, 前掲を
参照されたい。
監査人は財務諸表をチェックする責任を会社側に対して負うといったアメリカの慣行をもと
に, 財務諸表の作成とチェックを経営者と監査人双方が二重に担うという意味で使われた用
語であるのに対して, 日本では, 経営者の財務諸表作成責任と監査人の意見表明責任といっ
た「責任区分の原則」の意味で使われるようになったことも明らかにした。
監査概念には, 被監査側に対する批判的機能と指導的機能, 監査の本質に関わる意見表明
(保証) 機能と情報提供機能, 監査報告書の性格を表わすオピニオンレポートとインフォメー
ションレポートなど, 対立的な存在として取り上げられる対概念がある。しかし, これらの
概念は必ずしも二律背反ではなく, 見方を変えれば, 同時並行的に存在する概念でもある。
たとえば, 被監査側に対する監査人の機能は, 必ずしも批判的機能や指導的機能に限られる
ものではなく, 批判的判断から指導の根拠が導かれ, 指導的機能の発揮が限定された場合に
批判的機能が再び台頭してくるといった具合である。したがって,「責任区分の原則」はい
ずれか一方の概念にのみ妥当するのではなく, いずれの立場をとろうが, 常に意識せざるを
得ない原則である。
「責任区分の原則」に反する可能性があるものとして, 指導性の発揮による財務諸表の修
正, 限定意見や不適正意見などに伴う除外事項の説明, 追記情報などの強調事項やその他の
追加的説明事項といった情報提供機能の発揮を検討課題として提示した。
結論として, 指導性の発揮や除外事項の説明自体は「責任区分の原則」を損なうものでは
ないことを明らかにした。一方, 強調事項や追加的説明事項の記載は「責任区分の原則」と
齟齬が生じる可能性は否定できない。とはいえ, 財務諸表利用者の意思決定判断に有用な監
査人からの情報提供は避けて通れない道である。ここにおいて,「責任区分の原則」と監査
報告書の情報化を両立させる可能性として, IAASB や PCAOB が提案している KAM や
CAMを利用した情報提供への転換が一つの解決策ではないかと思われる。
次なる課題は, KAMや CAMの実践が果して財務諸表利用者の期待に応える形で進めら
れるか否か, 同時に, 監査報告書の情報化が「責任区分の原則」に反しない形で進められる
かどうかである。欧米ではまもなくこの実践が開始され, 日本でも今後導入が進められるこ
ととなろう。KAMや CAMの記載実態を調査することによって, 監査報告書の情報化・個
性化が進むかどうかを確認したい。
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Reconsideration of
“The Principle of Dual Responsibility”
PARK Tae-Young
This paper discusses “the principle of dual responsibility,” one of the basic principles in audit-
ing theory.
“The principle of dual responsibility” assumes that financial statements are the responsibility
of the company’s management and that the auditor’s responsibility is to express an opinion on
the fair presentation of financial statements based on his or her audit. Actually, it means the
“division of responsibility.”
The expression “the principle of dual responsibility” seems to have taken root in auditing the-
ory texts in Japan from the 1960s. However, it is not apparent why “dual” responsibility is
refered to, instead of “division” of responsibility between management and the auditor. In addi-
tion, this expression is widely used in textbooks on auditing in Japan but it is not discussed as a
principle in American texts. What’s the difference between them?
As complications under current accounts, there are various issues concerning accounting esti-
mates and uncertainty of measurement. Management is required to use good judgment in the
selection and application of accounting principles. Shareholders and investors require the auditor
to provide much more information in the auditor’s report.
Whenever an auditor includes specific information on uncertainties in his report, it may be in-
consistent with “the principle of dual responsibility.”
What is the difference between Japan and the United States in relation to “the principle of dual
responsibility”? Is the provision of specific information on uncertainties in an auditor’s report
against “the principle of dual responsibility”?
That is the theme of this paper.
